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地
方
公
共
団
体
は
「
地
方
公

共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
財
政

状
況
を
客
観
的
に
表
し
、
財
政

の
早
期
健
全
化
や
再
生
の
必
要

性
を
判
断
す
る
た
め
、
健
全
化

判
断
比
率
、
お
よ
び
公
営
企
業

に
関
す
る
資
金
不
足
比
率
を
前

年
度
の
決
算
に
よ
り
算
定
し
、

監
査
委
員
の
審
査
に
付
し
た
う

え
で
議
会
に
報
告
し
、
公
表
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
財
政
指
標
は
、
財

政
状
況
を
わ
か
り
や
す
く
客
観

的
に
指
標
化
す
る
こ
と
で
、
町

民
の
皆
様
に
理
解
を
深
め
て
い

た
だ
く
と
共
に
、
健
全
な
財
政

運
営
を
維
持
し
て
い
く
う
え
で
、

重
要
な
役
割
を
果
た
す
も
の
で

す
。

　
な
お
、
健
全
化
判
断
比
率
の

い
ず
れ
か
が
早
期
健
全
化
基
準

以
上
と
な
っ
た
場
合
に
は
、「
財

政
健
全
化
計
画
」、
財
政
再
生

基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合
に
は
、

「
財
政
再
生
計
画
」
を
定
め
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、
公
営
企
業
に
つ
い
て

も
、
各
公
営
企
業
会
計
ご
と
に
、

資
金
不
足
比
率
が
経
営
健
全
化

基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合
に
は
、

「
経
営
健
全
化
計
画
」
を
定
め

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
野
木
町
の
平
成
２９
年
度
決
算

に
基
づ
く
、
健
全
化
判
断
比
率

お
よ
び
資
金
不
足
比
率
は
、
下

表
の
と
お
り
、
す
べ
て
の
指
標

が
基
準
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
し
か
し
、
こ
の
財
政
指
標
が

基
準
以
下
で
あ
れ
ば
、
財
政
運

営
上
な
ん
ら
問
題
が
な
い
と
い

う
こ
と
で
は
な
く
、
今
後
持
続

可
能
な
財
政
構
造
の
確
立
を
図

る
た
め
に
は
、
こ
の
指
標
を
分

析
し
、
町
に
と
っ
て
必
要
な
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
十
分
に
考
慮
し

な
が
ら
、
行
政
改
革
に
取
り
組

ん
で
行
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

伺
用
語
解
説

○
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
を
対
象
と
し
た

実
質
赤
字
額
の
標
準
財
政
規
模

に
対
す
る
比
率
で
す
。

○
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
全
会
計
を
対
象
と
し
た
実
質

赤
字
額
の
標
準
財
政
規
模
に
対

す
る
比
率
で
す
。

○
実
質
公
債
費
比
率

　
一
般
会
計
等
が
負
担
す
る
公

債
費
等
の
標
準
財
政
規
模
に
対

す
る
比
率（
３
か
年
平
均
）で
す
。

○
将
来
負
担
比
率

　
一
般
会
計
等
が
将
来
負
担
す

る
べ
き
実
質
的
負
債
の
標
準
財

政
規
模
に
対
す
る
比
率
で
す
。

○
資
金
不
足
比
率

　
公
営
企
業
ご
と
の
事
業
規
模

に
対
す
る
資
金
不
足
額
の
比
率

で
す
。

○
標
準
財
政
規
模

　
地
上
公
共
団
体
が
標
準
的
な

状
態
で
通
常
収
入
さ
れ
る
で
あ

ろ
う
経
営
的
一
般
財
源
の
規
模

を
示
す
も
の
で
、
標
準
税
収
入

額
等
に
普
通
交
付
税
を
加
算
し

た
額
で
す
。

○
財
政
力
指
数

　
普
通
交
付
税
の
算
定
に
用
い

る
基
準
財
政
収
入
額
を
基
準
財

政
需
要
額
で
除
し
た
数
値
（
３

か
年
平
均
）
で
、
１
に
近
く
、

あ
る
い
は
１
を
超
え
る
ほ
ど
財

政
に
余
裕
が
あ
る
団
体
で
す
。

○
経
営
収
支
比
率

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断

す
る
指
標
で
、
経
常
的
経
費
に

充
当
さ
れ
た
一
般
財
源
が
経
常

的
一
般
財
源
総
額
に
占
め
る
割

合
で
す
。

○
自
主
財
源
比
率

　
歳
入
総
額
に
占
め
る
自
主
財

源
の
比
率
で
す
。

○
積
立
金
残
高

　
年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を

調
整
す
る
た
め
の
財
政
調
整
基

金
、
地
方
債
償
還
の
た
め
の
減

債
基
金
、
そ
の
他
特
定
の
目
的

の
た
め
に
積
み
立
て
ら
れ
た
特

定
目
的
基
金
の
残
高
で
す
。

～健全化判断比率等の公表～

財政指標で見る

町財政の現状
財政指標で見る

町財政の現状

指標 野木町 早期健全化基準 財政再生基準 県内市町平均 全国市区町村平均

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 ― １４．９０％ ２０．０％ ―

連結実質赤字比率 ― １９．９０％ ３０．０％ ―

実質公債費比率 ６．６％ ２５．００％ ３５．０％ ６．３％ ６．４％

将来負担比率 １６．０％ ３５０．００％ １９．１％ ３３．７％

公営企業 野木町 経営健全化基準

資
金
不
足
比
率

農業集落排水事業特別会計 ―

２０．０％公共下水道事業特別会計 ―

水道事業会計 ―

※「―」は、赤字、将来負担

　または資金不足が生じてい

　ないため、当該当値につい

　ては該当なしを表します。
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財政指標で見る町財政の現状
問　政策課撒（５７）４１１６

茅
こ
の
レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
は
、
野
木
町
の
平
成
２９
年
度
の
財
政
指
標
を
県
内
市

　
町
平
均
と
比
較
し
た
も
の
で
、
県
内
市
町
平
均
１
０
０
の
線
の
外
側
に
あ
る
ほ

　
ど
財
政
状
況
等
が
良
い
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

項目 野木町
県内市町

平均

野木町の

偏差値
算出基礎

①財政力指数 ０．８５８ ０．７３６ １０６．７

※
県
内
市
町
の
平
均
を
１
０
０
と
し
た
と
き
の
、
野
木
町
の
数
値
。

基準財政収入額

基準財政需要額

②経常収支比率（％） ８８．８ ８９．０ １００．３

経常経費充当一般財源等

経常一般財源等収入額＋臨時財政対策費

　　　　　　　　　＋減収補てん債

③自主財源比率（％） ５７．３ ５２．０ １０５．４
自主財源

歳入総額

④実質公債費比率（％） ６．６ ６．３ ９８．６

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ－Ｄ

Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く）

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの〔準元利償還金〕

Ｃ：元利償還金または準元利償還金に充てられる特定財源

Ｄ：地方債の元利償還金および準元利償還金に要する経費として

　　普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

Ｅ：標準財政規模

⑤住民一人当たり
　将来財政負担額（円）

２６２，６７１ ２６９,９１９ １００．５
地方債残高＋債務負担行為額－積立金残高

住民基本台帳人口（３０年３月３１日現在）

⑥住民一人当たり
　積立金残高（円）

５６,７７７ ９７，５８９ ９５．９
積立金残高

住民基本台帳人口（３０年３月３１日現在）

（平成２７年度～２９年度の３か年平均）

×１００

×１００

活活活財政分析指標渇渇渇
○財政の弾力性（経常収支比率・実質公債費比率）○財政の豊かさ（自主財源比率・財政力指数）

○財政の堅実性（住民一人当たりの積立金残高・住民一人当たりの将来財政負担額）

財政比較分析表(レーダーチャート)

野木町 経常収支比率

財政力指数

住民一人当たり
積立金残高

住民一人当たり
将来財政負担額

実質公債費比率

自主財源比率

○レーダーチャートの算式
　偏差値＝([当該団体の指標値]－[県内市町平均値])÷[標準偏差(※)]×10＋100
　(※)標準偏差：下記計算式の平方根
　((([各団体の指標値]－[県内市町平均値])の2乗)の県内25市町の合計値)÷[25(県内市町数)]

(注)経常収支比率、実質公債費比率、住民一人当たりの将来財政負担額については、数値が小さいほど財政状況が良い
ため、上記偏差値の計算式中、下線部分の正負を逆転しています。
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